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障害福祉計画策定と精神障害者支援に係る主な視点
○個別給付サービスの見込みへの精神障害関連サービスの反映

介護給付、訓練等給付に係るサービスの見込みに当たっては、以下のような観点を踏まえつつ、精神障害
者に係る必要量を反映したものとすることが必要。
・ 従来の制度下における精神障害者のサービス利用の伸び
・ 受入条件が整えば退院可能な精神障害者の解消に向けて、通常の伸びに加え特に必要と見

込まれるサービス利用の伸び
・ 精神障害者社会復帰施設から新サービス体系への移行促進 など
※ 介護給付、訓練等給付の実施主体は、原則として入院・入所前に居住していた市町村。

○地域生活支援事業の活用による精神障害者支援
介護給付、訓練等給付に係るサービス以外にも、地域生活支援事業による支援を検討し、取組方針を計画

に記載することが必要。
〈市町村〉居住サポート事業、成年後見制度利用支援事業、地域活動支援センター事業による支援 など
〈都道府県〉精神障害者退院促進支援事業（→平成２０年度予算より、精神障害者地域移行支援特別対策事

業に移行）による退院支援、障害者就業・生活支援センター事業による支援など

○精神障害者に係る相談支援体制の構築
障害者に係る一般的な相談支援は、障害種別を超えて横断的に市町村に一元化されることから、精神障害

者に係る相談支援体制について、必要に応じて広域での共同実施等を視野に入れつつ整備することが必要。
・ 精神障害者に係るケアマネジメント体制
・ 医療と福祉の連携による退院時・後の支援など、関係機関・関係者の連携強化
・ 人材育成、広域調整など、都道府県による専門的、技術的支援 など

○精神障害に関する正しい理解の促進
障害種別を超えて福祉サービスの提供制度が一元化されることを踏まえ、他の障害と併せ、知識の普及啓

発や交流等を通じて、精神障害に関する正しい理解の促進に資するための取組が重要。

障害福祉計画において、精神障害者に係るサービスの必要量とその確保方策、相談支援や居
住支援など、精神障害者の退院後の地域生活・社会復帰を支える地域体制づくりを推進
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各都道府県における障害福祉計画の全国集計結果について（抜粋）

入院中の退院可能精神障害者の減少目標値

退院可能精神障害者数
４．９万人

（現在）

減少数
３．７万人

（平成２３年度末）

障害福祉サービス見込量の推移

３４０万（時間分）
訪問系
サービス

５２２万（時間分）

（平成２３年度）（平成１８年度）

※対１８年度
１．５倍

５９９万（人日分）
日中活動系
サービス ８２５万（人日分）

（平成２３年度）（平成１７年度）
※対１７年度

１．４倍

３．４万（人分）
グループホーム
ケアホーム

８．０万（人分）

（平成２３年度）（平成１７年度）
※対１７年度

２．４倍

１５．０万（人分）
施設入所系
サービス １３．８万（人分）

（平成２３年度）（平成１７年度）

福祉施設から一般就労への移行

年間 ０．２万人 年間 ０．９万人

（平成２３年度）（現在：平成１７年度）

※対１７年度
３．９倍
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・精神保健福
祉センター

・市町村
・保健所
・福祉事務所等

精神障害者退院促進支援事業の流れ（イメージ）精神障害者退院促進支援事業の流れ（イメージ）

自
立
支
援
員
に
よ
る
支
援
等

○地域生活継続に
係る支援・調整

（必要に応じ支援）

○地域生活定着に
係る支援・調整

○各種サービスの
利用状況の把握

○受け入れ先等と
の調整

○各種サービス等
利用手続の支援等

○関係機関の調整

○院外活動への同行
支援

○対象者の選定

○事業の周知
（利用者・家族等）

○支援計画の策定

支援中において支援関係者間で必要に応じ支援会議を開催（支援内容の評価、支援計画の見直し等）

居宅サービス（ホームヘルプ等）

【グループホーム等】

【精神科病院】

通院・ 訪問看護・デイケア地域移行に向けたケア（リハビリ、服薬指導等）

【地域生活】【フォロー期】【退院準備期】【支援中期】【支援準備期】

就労、生活訓練等院外活動の体験利用 日中活動サービスの利用

体験宿泊 等 住まいの場の確保

【自治体関係機関】

制度利用支援（福祉サービス、生活保護等）

委託事業者（自立支援員） 相談支援事業者

退院

連携 連携

連携 連携

連携
連携

事業の基本的なイメージであり、地域の状況
に応じて関係機関の役割等は異なる。

継続的な制度利用

【障害福祉サービス
事業者等】


